
総合戦略の計画期間である平成 31年までの期間を日途に実施を予定している事業のうち、

総合戦略の日標に関連する事業を整理すると以下のようになります。ただし、本総合戦略

において新たに検討された目標に対しては、新たな事業を検討する必要があり、変更・迫

加は毎年の見直しにより行います。

●基本目標 1:今帰仁村の強みを活かし、産業と安定した雇用を創出する

事業名 内容 事業主体 所管操・室

l 未来を担う人材育成事業

大学逃学に特化した講座を実施し、選

挙実績の向上と地域に根ざした特色

ある学校づくりの観点から、地域教育

資源を活用 し学力向上と地城の活性

lヒ を目指す。

村 学校教苛課

2 地域読春活動推進事業

付立図書館 を拠点 とした読み聞かせ

韓習会を実施する。また年間 800 MI
の新書をR碑入する。それによつて村民
の読書活動の活性化を推進する。

村 社会教育課

3 人材育成事業

小学生を対象に、山形県酒田市と将来
の指導者育成の為、交流事業を行う。
甫国沖縄県にとつて、本州の北に位置
する東北地方は、まさに「異文化Jで
あり、異なる環境で生活している同年

代との交流を行うことにより、子供連
の視野の広がり及び教装に対する意

欲と、将来に向けての刺激を与える。

村 社会教育課

4 北山高校魅力化事業
地域おこし協力隊を活用した講師を

募集し、公営塾を設ほする。
村 学校教育課

5
学習支援者 (特別支援員)配賦尊

来

児童生徒の個々に応 したきめ細かな

サポー トを行 うため、各幼稚園、小中

学校に支援員を配ほする。また、幼石l

固では預か り保育を実施する人員も

臨保 し、保護者のニーズに対応する。

村 学校教育,』 l

6 中高生海外語学留学支援事業

英語を学ぶことへの関心。意欲を高め

るとともに、今婦仁村の将来を担う、

国際感覚豊な人材育成のため、海外ホ
ームスティを実施する。

村 学校教育課

7
,便 テ ィモール と本村児竜の交流

腱進事業

東ティモールの児童を紹聘し、本村 3

小学校との交流で国際感覚を育成し、

疑文化交流を通 じて本村児童の人間

畦の育成や国際貢献できる人材育成

を図る。

村 学校教育傑

8 寮術家招聘事業

本村の小学校校歌の作調関係者であ

るノプラノ歌手を村内の各学校に招

鴨し、コンサー トと東ティモール支観
に係る静演会を実施する。

村 学校教育課
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事業名 内容 事業主体 所管課・室

9 教育ファーム事業

基幹産業である農来の体験と地城資

原を活用した商品加工体験を通じて、

掟来意識の向上を図る。
村 学校教育課

10 屎外インターンシップ研修事業

中高生を選抜 し、県外のものづくりや

殿先蛸技術を持つ企業や、社員を大切

にし、社会貢献を理念にしている企業

等での研修・体験を行い、将来の破来

イメージを持つことにより、就業意翻

の向上を図ることを目的とする。

村 学校教育課

11
キャリア教育スーパー静師紹璃

事業

盟一流と呼ばれる企業人や職来人を

M聘 し、講演を通して用事。生徒の意

職改革を促し、具体的な歩や日標を突

児するような意識の向上と、就業意欲
7)喚起に繁がる講演を計画する。

村 学校教育課

12 キャリア教育視察 。開打i事業

キャリア教育に関する先進地域や今

後、インターンシップや研修場所を開

磨し、就業意識向上に効果i的な起業・

lu人 を尋ね、受け入れ要講や県外イン

ターンシップを行 う。

村 学校教育課

13 生き方元気アップ研修事業

不登校やひきこもりの生徒連の将来
の生き方を考えてもらうきつかけと

して、就労体験を行い、夢や希望を文

隈する。

村 学校教育課

14 今婦仁プロデューサー育成事業

地域に根ざした新たな価値を創 り出

す企業家精神を育むことをH的に、今

冊仁村内で新たな産業tの創出及び用

用nげ出に取組むイベントを企画・運営
し、イベントの広報、営業経理などの

基本的なビジネスの仕組みの理解を

際めることや、仲間とともに企画を宍

兒することのやりがい、体験者白身の

静性把握を区Iる。

村 学校教育課

15 地域学力向上支援事業
肘内小中学校の学力向上のための激

螺後の学習支援等を実施する。
村 学校教育課

16 腱業の 6次産業化の推進

Эi新規有望品種の導入、普及
②営農技術の向上

Э販売流通体制の拡充
Э農業法人等が参入しやすい環境E
くり
Э畜産における経営体質の向上

村 経済課

17
意欲ある経営感覚に優れた農来
の担い手の育成

Э農業後継者研修制度の充実
Э認定農業者の育成強化
Эエコファーマー認定制度の導入
Э生産都会、団体等の育,戎強化
Э農林漁業金融、共済体1対等の拡充

村 経済課

14



事業名 内容 事業主体 所管腺 。室

18 腱来の生産基盤の整備・活用

0ほ場整備の促進
②農地防風林・防潮林の整備
9農業近代化施設の整備充実
④畜産団地化と耕蓄連携の促進
9セ ツ市場の活用促進
⑤環境負荷の低い害虫駆除の推進

村 経済課

19 林来の生産基盤の整備・活用

Э緑化本の生産推進
Э天然林改良の実施
Эキノコ生産出荷施設の活用
Э林産加工業の育成

村 経済課

20 篠林の保護育成
Э環境負荷の低い害虫駆除の推進
2本村特有の松並本の保全

村 経済課

21
株業を活用 した森林レクリエー

ションの推進

D施設の維持・拡充
D周辺環境の保全整備
Э案内ガイド・インストラクターの養
戎

Э環境教育のち勝としての活用

村 経済課

22 漁来経営の向上
Dつくり育てる漁業の育成強化
D販売体制、流通機構の強立
Э漁来経営体の強化支援

漁来協同

組合

村

経済孫

23 漁来の生産基盤の整備

D沿岸漁場の保全
D資ジ源管理型漁業の環境整備
Э漁港及び関巡施設の整構拡充

漁柴脇同

組合

村

経済課

24 漁来協同組合との連携

D共同販売体制の充実・

9直売店等の整備検討
漁業協同

組合

村

経済課

●基本目標 2:今帰仁村の魅力を活かし、新しいひとの流れをつくる。呼び戻

す
事業名 内容 事業主体 所管課・室

l デジタルサイネージ導入事業

今婦仁城跡への来訪者に対し、タッチ
パネル機器等を利用して城跡及び周

辺遺跡の開設を行うとともに、村内の

l也 の観光スポットや飲食店等の紹介

をイ子う。

村 社会敦育課

2 多言語案内アプリ導入事業

年帰仁城跡を訪れた外国人に対し、ス
マー トフォン等の機器を使つて多言
静で城跡及び周辺施設を案内するた

めに専用機器を導入する。

村 社会教育課

3 今帰f二城跡城螢測量調査事業

今婦仁城跡全体を測量し、その 3Dデ
ータを作成するとともに、来訪者がI賀

魔できるような立体映像を作成する。
村 社会教育課

4 県境保全美化推進事業

本村の盤光拠点となつている観光地

及び道路の観光ルー トの美化を実施
し、観光客受け入れ体‖lllを 確える。

村
経済課

建設課
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事業名 内容 事業主 f 所管課・室

5 職光情報発信強化事来

今帰仁村観光関連情報の提供、観光索

内版の設餞、通年を通して行われる名

臆イベントの周知、村内特産品の情樹

発信を強化し、今帰仁村の観光情報を

肢大限に発信し、今婦仁村経済の活

'1fヒを図る。

村 経済課

6 古宇利島ハーフマラノン
県外ランナーのインパウンド推進を

図る地域活性化事業。

大会実行

委員会
経済課

7
今帰仁城跡ライ トアップ :さ くら

祭り

今婦仁村のシンポル「世界遺滋 。今綿

に城跡」を広く県内外ヘアピールする

とともに、地域が一体となつて取組も

新たな組光イベン トを創出すること

で、観光客の誘客と地域交流及び地期

活性化を図る。

大会実行

委員会
経済制t

8
争帰仁村総合運動公園施設機能

淑化事業

休験滞在型観光、若地型・用遊観光を

基本方針として、観光領興を強化する

ため、既存の施設を活用し、スポーツ

観光による交流など今婦仁村を目盛

地とするよう観光の通年化を図る。

村 社会教育課

9
今帰仁村闘牛場機能強化整備草

業

門B縄の伝統興業である「開牛」を後世
へ継承していくために、開牛大会を定

lul開行抵し、地元の開牛ファンのみなら

ず、県外観光客を呼び込む観光資源と

して有効活用し、伝統興来の活性化を

図るため、開牛場の待機小屋や トイレ

などの施設等の整備を行う。

村 経済課

10 兜代版組踊 「北山の風 J

終戦直後の昭和 21年、小学校の執財

先生の脚本。指導によつて演しられた

舞台『北山」を当時関わつた教え子通

力t立 ち上がり、平田太一氏に再演を構

傾し復活講演が実現した。その後、桜

を中心とした地域の小中校生に受 tリ

継がれ、運営組織「
1ヒ 山ティーダの会」

が発足し、講演活動が行われている。

北山ティ
ーダの会

経済課
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●基本目標 3:若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ、安心して子育

てが出来る環境を創出する
事業名 内容 事業主体 所管課 。室

1 地域活性化推進事業

今帰仁村の人や自然、文化など地域の

魅力を活か しながら婿活を活か しな

がら婿活イベン トを開11、 同時に婚学
セミナーを雑続的に実施 し、村内の碧

者の結夕帝への意識・意欲や地元への観

精を高める。それにより若者の定住申

を促進 し活力ある村づくりを目指す。

村 社会教育課

2 公立保育所民営化事業

待機児減の解消や保育室の担保、より

よい保育環境の提供を図るため、民岡

冊力の導入 (民営化)に よる効果的 。

効率的な保育所運営や保育サービス

の充実を日指す。

村
幼保連携推進室

(保育所)

3 ユ8定こども固設i監

際育所と幼稚国の機能を併せ持ち、子

育て支援センターを併設した施設を

断設し、村内すべての保育固施設の中

隊的役割を担 う施設として繊学前の

子ども (0か ら5歳児)を持つ家鹿の

子育て支援の充実や巡綻性のある幼
足教育・保育を拡充し、子育て支援の

淑化を図る。

村 幼保連携推進室

4 事業所内保育総合推進事業

肘内における事業所内保育施設の脳

砥を促進することにより、待機児lkC
レ解消を図るほか、働きやすい環境の印

附にも寄与することを目的とする。

村

幼保連携推進室

(保育所)

5 延長保育事業

熙護者の就労 。通動時間のnな保のた

め、通常の保育時間を超えて保育を衛

う。

村
幼保連携推進室

(保育所)

6 一時預かり保育事業

泰庭において保育を受けることが一

時的に困難 となつた乳幼児を保育所

において保育所の開所時 ll硼 内に一時

γJに預かる。

村
幼保連携推進室

(保育所)

7 腐児・病後児保育事業

児減が発然等の急な病気となつた甥

合、保育所等に付設された専用スペー

ス等において看護師等が一時的に悌

育する。

村
幼保連携推進室

(保育所)

8 子どもの貧困対策支援員の配世

子どもの省困に対する現状を把握し、

学校や学習支援施設の居場所づくり

を行 う。

村
幼保連携推進室

学校教育課

9 子どもの居場所の運営支援

子どもの居場所を提供し、地域の実構
に応 じて食事の提供や共同での調理、
生活支援 。学習支援を行うとともに、
キャリア形成の支援を斑l時行う。

村
幼保連携推進室

学校教育銀

10 児燎生徒等の県外派遣芋来

小中学校の児燎生徒、今掃仁村内に,i

往する県立高校の生徒が、各種スポー

ツ大会や文化関係大会に参加するた

めの県外派遣の費用をれ

'助

する。

村 社会教育腺
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事業名 内容 事業主体 所管課・室

11 こども医療費助成事業

こどもの医療資の一部を助成するこ

とにより、こどもの疾病の早期発見と

早期治療を促進 し、保健の向_Lと 健盗

な発育及び保護者の経済的負担軽鴻

を図る。

村

県

1′2)

1′2)

(

(

福祉保儀と課

(保健センタ

ー )

12 未熟児養育医療費助成事業

医療を必要とする未熟児に対 して養

育に必要な医療の給付を行 うことに

より、保護者の経済的負担の軽減及て,

米熟児の健康の増進を図る。

村

県

Iコ

V4)
1′4)

1′2)

(

(

(

柄祉保鮎課

(保健センタ

ー )

13 和〕用者支援事業 (母子保健型 )

地域の特性に応した妊娠から出産、子

育て期にわたる切れ日ない支援を行
い、より身近な場で子育て親子を支

え、負担軽減を図る。

村

県

:剰

1′3)

1′3)

1′3)

柄祉保鶴課

(保

'と

センタ
ー )

14 乳児家庭企戸訪問事業

生後 4ヶ 月までの乳幼児の家lた工を訪

問し、様々な不安や悩みを聞き、子・育

て支援に関する情報提供や、親子の,む

身の状況や養育環境等の把盤を行い、

支援が必要な家庭に対しては適切な

助言及びサービス提供を行う。

村

県

国

1′3)

1′3)

1′3)

柄祉保健課

(保鮎センタ

ー )

15 旋育支援訪1欄 事業

保護者の養育を支援することが特に

必要と認められる児童などを対象に、

その養育が適切に行われるよう、当該

居宅において養育に関する相談、摘

導、助言その他必要な支援を行う。

村

県

国

1′3)

1′3)

1′3)

福祉保健礫

(保健センタ

ー )

16
乳幼児健診

(乳児・ l歳半児・3歳児)

r撃 子保健法に基づき実施する乳幼児

腱康健診及び必要に応 して精密健煤

診査を行 うことにより、乳幼児の健 ,丼l

管理の向上を図る。

村

柄祉保健課

(保鮎センタ

ー )

17 旺婦検診事業

五々・婦の健康管理の充実及び妊娠・出産

にかかる経済的負担を軽減 し、妊婦・

胎児の健康管理の向上を図る。
村

柄祉保健課

(保健センタ

ー )

18 ビアママ教室

医師などの専門家を講師に招いて乳

幼児及び母性の健康管理に関する知

酸。技術を習4等 し、育児力をつける (有

児不安を軽減する)こ とをH的 とす

る。

村

福祉保

'こ

課

(保盤センタ

ー )

19 酷子供健雑進事業

村全体の家たこの母性及び乳幼児の保

健に関するllll題 点の掌盤に努め、健,ぷ

保持推進を図る。
本寸

柄祉保障課

(保鮎センタ

ー )

20 不妊症・不育症治療費助成事業

不妊症や不育症に悩む夫婦に対 し、不

妊治療・扶育治療にかかる費用の一制

を助成することにより、その経済的な

負担の軽減を図 り、少子化対策の充実

を図る。

村

柄祉保健課

(保健センタ

ー )
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21 沖縄県緊急雇用創出事業

ら再就職を希望する求人を等の

に対して、当欲失業者を雇用し

で、地域の企業等で就業するため

な知確・技術を習得させるため

・出産による

村 経済課

22 今帰仁村地域人づくり事業

ら再就職を希盟する女性

失業者に対して、当馘失業者を

した上で、地域の企業等で焼業する

必要な知戯・技術を習得させる

よ る

人材育成を行う

村 経済孫

Ⅲ

)
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今帰仁村人ロビジョンにおいては、2060年の人日の目標を 10,000人 としています。こ

の日標値は、人口 9,500人程度で推移 している当村にとつて、現状では簡単に達成できる

日標ではないと考えています。

総合戦略の計画期間である 5年間では、第四次総合計画の下実施されているl死存の事業

を確実に行つていくこととともに、子育て支援や産業の振興による働く場の創出、若者の

定住促進などを戦略的に行つていく必要があります。

原用の確保については、基幹産業である農業・林業・漁業・畜産業のプラン ド化や 6次

産業化を推進することで、村外から稼ぐ力を高め経済を牽引しつつ、新たな成長産業であ

る観光産業による交流人日の増加1と 、村内の経済が行緊する仕組みをつくり出す必要があ

ります。

その過程で地域資源に光が当たることにより、村民が地域に対して誇りと自信を持ち、

定住の促進や Uターン・移住者の増加など好術緊を生み出します。

また、沖縄県への国内外からの観光客の増加や、北部へのテーマパークの誘致など、今

掃仁村を取り巻く社会環境の大きなプラスの変化が見込まれます。この期を逃さず村の発

展につなげていくためにも、長期的な日標として、リノー トホテルの誘致や、役場の建て

替えに伴つた阪わい機能の創出、Igrの活用による新たな時代にあつた柔軟な施策を展開

していく必要があります。
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